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研究要旨 

 

本分担課題では，さまざまな規模の施設及び職種の放射線診療従事者等が医療法施

行規則の改正に対応した研修実施の際に活用できるコンテンツを作成し，公開すると

ともに，効果的な研修プログラムの構築に向けた検討を行う．令和 5 年度は，日本医

師会公式チャンネルに公開している研修動画の改訂版の準備および公開を行った．ま

た，効果的な研修プログラムの構築に関する検討を進めた結果，現在公開中の研修動

画の内容に沿った，配布用の研修資料（案）を作成した．令和 6 年度には公開に向け

た準備を進める予定である．本分担研究の成果に基づき，引き続き効果的な研修プロ

グラムの構築を進める必要がある． 

 

1. 背景 

 

我が国では国際放射線防護委員会の基本勧告に基づいた放射線防護体系の整備が行

われてきている．国際放射線防護委員会は，放射線防護の目的を達成するために，正

当化，防護の最適化，線量限度の適用の 3 つを放射線防護体系の三原則として導入す

ることを勧告している 1)．患者の医療被ばくが他の被ばくと大きく異なるのは，その

被ばくを伴う検査や治療を受けることによって、病気の診断ができる，もしくは病気

が治癒するという便益が患者にもたらされるという点である．  

平成 24 年（2012 年）に IAEA（International Atomic Energy Agency）と WHO

（World Health Organization）の共同声明として，Bonn Call-for-Action が発表され

た 2)．その中では，正当化および防護の最適化の原則の実行や，専門家への教育・訓

練の強化，医療放射線防護に関する戦略的研究課題の促進，医療被ばくと医療におけ
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る職業被ばくに関する有益な包括的情報の利用可能性の向上，放射線による便益・リ

スクに関する対話の促進などが述べられており，Awareness（放射線リスクの正しい

認識），Appropriateness（検査の適切性の保証），Audit（点検・評価）の「3 つの

A」を導入する必要性についても述べられている． 

一方で，患者の医療被ばくに線量限度を設けることは，放射線診療の中止・制限や

放射線量の過度な低減につながり，結果的に診断の質の低下や，本来治癒するはずの

病気が治癒しないという状況が生じる可能性があるため，放射線防護体系の三原則の

うちの線量限度については患者の医療被ばくには適用されず，他の原則である正当化

と防護の最適化により重点が置かれている 1)．そのような背景の中で，正当化と防護

の最適化をより効果的に推進するとともに，各医療機関において診療用放射線の利用

に係る安全な管理を行っていくために，医療法施行規則に診療用放射線に係る安全管

理体制に関する規定が追加され，令和 2 年（2020 年）4 月 1 日より施行された．その

中には，放射線診療に従事する者に対する診療用放射線の安全利用のための研修（以

下，研修）を行うことが規定されている．この研修の実施は，放射線診療を受ける者

の被ばく線量の管理を適切に行っていくためには必要不可欠である． 

研修の実施については，各医療機関において検討し，その施設に合った内容で開催

していく必要があるが，種々の事情で自施設のスタッフから講師を選定して研修を実

施するのが難しい医療機関も存在することから，そのような医療機関では必要な内容

が収録されている動画を用いた研修を行うことが有力な選択肢の 1 つとなる． 

そこで本分担課題では，さまざまな規模の施設及び職種の放射線診療従事者等が医

療法施行規則の改正に対応した研修実施の際に活用できるコンテンツを作成し，公開

するとともに，効果的な研修プログラムの構築に向けた検討を行う． 

 

2. 方法および結果 

 

2.1. 研修動画の改訂版の準備および公開 

 YouTube の公益社団法人日本医師会公式チャンネル（以下「日本医師会公式チャン

ネル」）に公開されている研修動画「診療用放射線の安全利用の研修」は，研修を独自

に開催することが難しい診療所等で用いていただくことを想定した内容となってい

る．PowerPoint をベースに作成し，説明音声を追加した上で，スライドショーとして

記録を行ったものを動画として保存している．また，動画の閲覧を証明するための確

認問題（五者択一形式）を，それぞれの項目について 1 問ずつの計 5 問を 1 つの動画

に含めている．動画は 3 通り作成し，それぞれに異なる確認問題を収載することによ

り，複数年度の研修で活用できるようにしている． 

 研修動画は日本医師会の監修を受け，日本医師会公式チャンネルに掲載されてお

り，誰でも無料で閲覧することができるようになっている．令和 2 年（2020 年）10
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月に公開を開始した「診療用放射線の安全利用の研修」（2020 年版 A，B，C）（以

下，「2020 年版 A，B，C」）の 3 種類の動画は，令和 6 年（2024 年）2 月現在，合計

430,000 回程度の再生回数となっており，診療所をはじめとする多くの医療機関でご

活用いただいていることが推察される（「2020 年版 B」は令和 4 年（2022 年）3 月に

動画を一部差し換えたため，その段階で閲覧回数がリセットされており，実際の閲覧

数はさらに多いものと思われる）．「2020 年版 A，B，C」の閲覧数を比較すると，

「2020 年版 A」の閲覧数が圧倒的に多い状況ではあるが，公開から 3 年が経過するこ

とから，動画の改訂作業を行い，令和 5 年（2023 年）6 月に「診療用放射線の安全利

用の研修」（2023 年版 A，B，C）（以下，「2023 年版 A，B，C」）を新たに公開し

た． 

「2023 年版 A，B，C」として公開している動画用スライド（確認問題を除く）を

資料 1 に示す．「2020 年版 A，B，C」からの改訂内容は，①含まれている内容の見直

しおよび改訂，②確認問題の入れ替え（前回同様，五者択一問題を作成し，問題の難

易度の目安は，前回と同程度もしくは優しめとする）の 2 点である．また，「2020 年

版 A，B，C」もそのまま公開を続けており，6 種類のどの動画でも，研修での利用に

は問題ないという位置づけにしている（図 1）． 

「2023 年版 A，B，C」の 3 種類の動画は，令和 6 年（2024 年）2 月現在，合計

150,000 回程度の閲覧回数となっている．「2020 年版 A，B，C」の 3 種類の動画は，

令和 5 年（2024 年）2 月から令和 6 年（2024 年）2 月までの間に合計 100,000 回程

度，閲覧回数が増えていることから，2023 年版の公開後も引き続き，2020 年版が一

部施設の研修にて使用され続けている可能性が示唆された． 

 

 

図 1 研修動画の公開（出典：日本医師会ウェブサイト） 

https://www.med.or.jp/doctor/sien/s_sien/009621.html 

 

2.2. 配布用の研修資料（案）の作成 

特に小規模施設におけるニーズを把握するために，放射線科医が不在である診療所

等の小規模施設に所属している診療放射線技師に，本分担研究で公開している研修動

画の使用状況や，研修の実施に際して各施設で困っていることについて意見聴取を行
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った．その結果，研修の実施について医療法第 25 条に基づく立入検査にて指摘を受け

ているという実態が明らかとなり，研修動画の副読本のような役割を果たす研修資料

があると，より効果的な研修の実施に寄与しうるのではないかとご意見をいただい

た．厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「新規及び既存の放

射線診療に対応する放射線防護の基準策定のための研究」の分担研究として，日本放

射線技術学会との協働で研修用のサンプルスライドを作成し，説明文付きの資料と併

せて公開しているが，中～大規模施設向けになっていることから，内容としては難し

すぎるため，小規模施設で研修資料として使うのには適していないとのご意見もいた

だいた． 

 そこで，現在公開中の研修動画の内容に沿った，配布用の研修資料の作成を進め

た．文章は研修動画の説明内容に沿ったものとなっており，研修動画で使用している

図を適宜載せたものとなっている（資料 2）． 

 

3．考察 

 

今年度は，研修動画「2023 年版 A，B，C」の公開に向けた準備を進め，日本医師

会の監修を受けた上で，令和 5 年（2023 年）6 月より日本医師会公式チャンネルにて

公開した．「2020 年版 A，B，C」を作成した際と同じ研究分担者・研究協力者の体制

で改訂作業を進めたこともあり，改訂を行わない項目も多数存在したものの，「2020

年版 A，B，C」で不足している内容を補うとともに，「2020 年版 A，B，C」作成後

に新たに公開されたデータを盛り込むなど，より充実した内容の研修動画に改訂する

ことができたと考えている．閲覧回数も順調に伸びており，診療所をはじめとする多

くの医療機関でご活用いただいていることが推察される． 

また，現在公開中の研修動画の内容に沿った，配布用の研修資料の作成を進めた．

動画を閲覧していただくことによる一定の効果は期待されるものの，効果が一時的で

あることも懸念される．また，動画を見るだけだと分かりにくい内容もある．今年度

作成した配布用の研修資料を今後，研修動画と併せて公開することで，より教育効果

が高まることが期待される． 

来年度は，作成した研修資料の公開に向けた準備を進めるとともに，研修動画の視

聴者を対象としたアンケートを再度実施するなどの方法によって，視聴者の意見を取

り入れ，さらに効果的な研修コンテンツを公開していきたい． 

 

4. 結語 

 

放射線診療従事者等に対する研修プログラムの作成の一環として，研修動画「2020

年版 A，B，C」の改訂および公開に向けた作業を行い，新たに研修動画「2023 年版
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A，B，C」の公開を開始した．改訂作業として，含まれている内容の見直しおよび改

訂，そして確認問題の入れ替えを行った．また，研修動画の内容に沿った，配布用の

研修資料（案）の作成を進めた．本分担研究の成果に基づき，引き続き効果的な研修

プログラムの構築を進め，本邦における診療用放射線の安全利用を推進していきた

い． 
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1． 医療被ばくの基本的な考え方について 

1.1 医療被ばくとは 

放射線・放射能を利用するヒトの社会活動によって生じうる被ばくは，医療被ば

く，職業被ばく，公衆被ばくの３つに分類されている． 

医療被ばくとは，放射線を利用した医療行為を受ける患者，およびその患者を介助

する家族が受ける被ばくのことである．患者を介助する家族が受ける被ばくとは，例

えば，小児に対して X 線 CT 検査を実施する場合に，付き添った母親が受ける被ばく

などが該当する．また，放射線を用いる研究に参加するボランティアの被ばくも医療

被ばくに含まれる． 

職業被ばくとは，放射線業務従事者が受ける被ばくのことである．単純 X 線撮影時

の介助，消化管透視，血管造影検査など，放射線を用いた医療行為において医療従事

者が受ける全ての被ばくが該当する． 

公衆被ばくとは，医療被ばく，職業被ばく以外の被ばくを指すが，自然環境から受

ける被ばくは含まれない．例えば，放射線を取り扱う施設の周囲に生じうる，一般人

の微量な被ばくがそれに該当する． 

 

1.2 年間被ばく線量の内訳 

図 1-1 に，原子放射線の影響に関する国連科学委員会（United Nations Scientific 

Committee on the Effects of Atomic Radiation: UNSCEAR）の報告などに基づく，

一般人における被ばくの内訳を示す．世界的に被ばくの大きなウエイトを占めるのは

自然被ばくであり，主として地中から微量に放出される，ラドンからの放射線，宇宙

から飛来する宇宙放射線などによる被ばくが含まれる． 

日本において被ばくの大半を占めるのが医療被ばくである．これは，日本において

X 線 CT 検査などの放射線を用いた診療が広く普及していることによって，医療水準

が高いことの証左ではあるが，日本において医療被ばくを高い水準で適切に管理しな

ければならないことも意味している．しかし，医療被ばくの正当化，最適化等の被ば

く管理の取り組みにより，日本の医療被ばくの線量は減少傾向にある． 
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図 1-1 一般人における被ばくの内訳（日本および世界平均）1,2) 

 

1.3 医療被ばくの内訳 

日本における医療被ばくの内訳を図 1-2 に示す．１回あたりの線量が多く，検査が

広く普及していることもあり，医療被ばくの大部分を占めるのは X 線 CT 検査となっ

ている． 

 

図 1-2 日本における医療被ばくの内訳 2) 
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1.4 推定年間 CT 検査数 

経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development: 

OECD）の統計データに基づく、先進７か国における推定 CT 検査数の推移を図 1-3

に示す．米国を除き，いずれの国も増加傾向にあるが，元々の検査数の多さもあり，

2020 年の人口千人あたりの検査数が最も多いのは日本となっている． 

 

 

 
図 1-3 推定年間 CT 検査数（人口千人あたり）3,4) 

 

1.5 放射線防護の 3 原則 

国際放射線防護委員会（International Commission on Radiological Protection: 

ICRP）は，被ばくを伴う全ての活動に対して，「放射線防護の３原則」に基づく管理

を提唱している 5)．放射線防護の 3 原則は，被ばくを受ける個人や社会について，リ

スクとベネフィットを考慮し，常にベネフィットがリスクを上回るよう判断するとい

う「正当化」，正当化が担保された上で，被ばく線量が目的を達成するために必要な最

小量であるように設定するという「防護の最適化」，被ばくによる健康への影響を考慮

して，これ以上受けてはならない値を設定し，適用する「線量限度の適用」の３つで

ある（図 1-4）． 

このうち「線量限度の適用」については，必要な放射線診療を患者が受けられなく

なるという大きなデメリットがあるため，医療被ばくについては適用されないが，そ

の代わりに，「正当化」と「防護の最適化」が常に考慮されることが大前提となる． 

日常診療において医療被ばくの正当化，防護の最適化をどのように行えばよいのか

については，この後の章で詳しく説明する． 
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図 1-4 放射線防護の 3 原則 
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（※第 2 章以降は掲載省略） 
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